経営の状況
１　事業の概要
大阪府中央卸売市場は、主に北大阪地域における生鮮食料品等の円滑な流通と適正な価格での供給を確保するための卸売の中核的拠点である。
(1)　営業関係について
当年度の市場取扱高は、数量では311,424トン、金額では1,026億9,300万円であり、前年度に比較してそれぞれ6,043トン(2.0％)の増、25億9,500万円(2.5％)の減となっている。
過去５か年間の青果・水産物の取扱高は、次のとおりである。
【青果物・水産物の取扱高（数量）の推移】
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
【青果物・水産物の取扱高（金額）の推移】
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
(2)　建設改良について

当年度の建設改良については、1,100万円をもって、特別高圧受変電設備の改修工事等に係る設計業務委託を行っている。
２　決算概要
(1)　経営成績
損益計算書に基づき、当年度における収益及び費用の内容を前年度と比較すると、次のとおりである。
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
市場事業収益及び市場事業費用の状況は、次のとおりである。
ア　営業収益について

営業収益の推移は、次のとおりである。
【営業収益の推移】
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

(ア)　売上高割使用料（青果物･水産物）2億4,200万円は、卸売業者・仲卸業者の売上高に応じて算定される使用料であり、前年度に比較して600万円（2.5％）減少している。
(イ)　施設使用料10億9,200万円は、売場使用料3億7,500万円、事務所及び営業所使用料
4億2,700万円、その他使用料2億9,100万円で、卸売業者・仲卸業者等に係る市場施設の使用料であり、前年度に比較して3,400万円（3.0％）減少している。
(ウ)　雑収益4億3,600万円は、電気維持料等3億1,400万円、その他雑収益1億2,200万円で、市場施設使用者の光熱水費実費分等であり、前年度に比較して1,600万円（3.9％）増加している。
イ　営業外収益について
(ア)　他会計補助金2億7,000万円は、退職給与金の95％相当額8,500万円、茨木市ごみ処理施設建設負担金1億5,000万円、企業債利息1,000万円と、指導監督経費として企業債の償還にかかる元金50％相当額2,400万円を、一般会計から受け入れたものであり、前年度に比較して1億3,500万円（100.3％）増加している。
(イ)　雑収益7,000万円の主なものは、場内の土地・建物に係る行政財産使用料1,400万円、事業用定期借地使用料3,700万円、発泡スチロール加工品売却益800万円及び立体駐車場に係る㈱大阪府食品流通センターからの市町村交付金相当額700万円であり、前年度に比較して2,500万円（55.2％）増加している。
ウ　営業費用について

場内の管理に係る委託料・光熱水費等の市場管理費及び減価償却費等の状況は、次のとおりである。
【営業費用の推移】
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
【ごみ処理費用の推移】
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

(ア)　平成20年度のごみ処理に係る費用は、5億9,000万円であり、生ごみ高速減容化処理業務が前年度と比較して700万円（3.4％）減少したのは、設備の長期メンテナンスを行い、稼働率が下がったため、委託料を減額したことによるもので、反対に廃棄物収集運搬等処理業務が増えたこともあり、前年度と同額であった。

(イ)　光熱水費3億7,300万円は、主に電気・ガス料金の値上げの影響により、前年度に比較して3,200万円（9.5％）増加している。 

(ウ)　負担金補助及び交付金2億9,800万円は、主にバナナ加工施設の用途廃止に伴い、市町村交付金が減少したことにより、前年度と比較して900万円（3.0％）減少している。

(エ)　修繕費1億1,000万円は、修繕工事が減少したことにより、前年度と比較して3,600万円（24.5％）減少している。また、その他1億5,000万円が前年度に比較して4,900万円（48.9％）増加しているのは、主に職員４名が退職したことによる退職給与金の増加によるものである。

エ　営業外費用について
(ア)　支払利息及び企業債取扱諸費1,000万円は、企業債利息である。
(イ)　雑支出の主なものは、市場協会協賛金である。
次に、過去５か年間の主な経営分析比率は、次のとおりである。
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前表の総収支比率及び営業収支比率の推移は、次のとおりである。
【総収支比率の推移】
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【営業収支比率の推移】
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(2)　財政状態
貸借対照表に基づき、資産、負債及び資本について前年度と比較すると次のとおりである。
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
各資産、負債及び資本の状況は、次のとおりである。
ア　固定資産について
当年度における固定資産の増減及び減価償却状況は、次のとおりである。
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

(ア)　有形固定資産の増加額1,100万円は、特別高圧受変電設備の改修工事等に係る設計業務委託を行っことによるものである。
(イ)　無形固定資産の償却未済高4億2,900万円のうち、主なものは鉄道専用側線利用権4億2,700万円である。
(ウ)　投資200万円は、工業用水道保証金である。
イ　流動資産について
現金・預金等の資金状況についてみると、当座比率は次のとおりである。
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当座比率が前年度に比較して104.8ポイント増加した主な原因は、流動資産における現金預金が増加し、流動負債における未払金が減少したためである。
過去５か年の現金・預金残高の状況は、次のとおりである。
【現金・預金残高の推移】
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(ア)　現金預金10億6,200万円は、主に他会計補助金の過去3年間にわたる35％減額措置が解除されたことにより、前年度に比較して、1億1,000万円増加している。
(イ)　未収金2億800万円の主なものは、場内業者等の施設使用料9,100万円及び電気維持料等にかかる雑収益7,600万円である。なお、未収金のうち、1億4,500万円は納期到来済みのものである。

(ウ)　その他流動資産4,500万円は、すべて卸売業者等からの預託保証金に係る保管有価証券である。

ウ　流動負債について
(ア)　未払金1億7,100万円は、負担金、委託料及びその他諸経費である。
(イ)　その他流動負債2億1,900万円の主なものは、業者等からの預り保証金1億6,900万円及び預り有価証券4,500万円である。

エ　資本金について
(ア)　自己資本金215億6,000万円は、一般会計から、企業債の償還元金の50％を出資金として受け入れたため、前年度に比較して2,400万円増加している。
(イ)　借入資本金5億6,800万円は、すべて企業債の未償還残高であり、企業債の償還により、前年度に比較して4,400万円（7.2％）減少している。
オ　剰余金について
資本剰余金71億7,400万円は国庫補助金等であり、欠損金121億4,500万円は繰越欠損金119億7,700万円及び当年度純損失1億6,700万円である。
(3)　資金収支状況
ア　運転資金の運用状況

当年度の資金収支では、運転資金が2億3,900万円増加した。
その主な要因は、収益的収支での資金剰余2億7,500万円であり、資金を必要としない減価償却費等4億4,200万円から経常損失1億6,700万円を除いたものである。

資金運用表

平成20年4月1日～平成21年3月31日　　　 （単位：百万円）
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本

的

収

支

建

設

収

支


注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。
イ　運転資金の残高及び増減

主に、現金・預金が1億1,000万円増加したことにより、流動資産（プラスの運転資金）が1億円増加し、さらに、主に、未払金が1億6,400万円減少したことにより、流動負債（マイナスの運転資金）が1億3,900万円減少したため、運転資金残高は2億3,900万円増加し、9億2,600万円となっている。

運転資金残高及び増減明細書
　 （単位：百万円）
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差引額

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｂ）−（Ａ）

現  金  ・  預  金

952

1,062

110

110

未      収      金

217

208

△ 9

△ 9

その他流動資産

47

45

△ 2

△ 2

流 動 資 産 計

1,216

1,316

100

100

未      払      金

335

171

△ 164

164

その他流動負債

194

219

25

△ 254

流 動 負 債 計

529

390

△ 139

139

運転資金残高

687

926

239

239





残高比較

運転資金増減


注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

運転資金残高＝流動資産－流動負債

百万円
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